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質 問 項 目 要 旨 

１ 子どもの貧困対策について 

 

① 「ワークプラザ甲府」での子どもの

貧困に関する家庭への就労相談や生

活相談は有ったか？また子どもの貧

困に資する就労支援体制や周知につ

いて伺います。 

② 子どもの貧困の実態把握、関連機関

との連携の為、甲府市雇用のスクー

ルソーシャルワーカーが必要だと考

えます、当局のご所見を伺います。 

③ 現状の学習支援を行っているボラン

ティア団体や NPO などに、市施設

などの使用などの支援策を講じる必

要があると考えますが、当局のご所

見をお示し下さい。 

④ 県で子ども貧困対策の計画を策定さ

れるとのことであるので、甲府市と

して子どもの貧困に資する推進計画

などの策定について。ご見解をお示

しください。 

 

２ 障がいのある子どもへの通所支

援について 

 

① 障害者差別解消法施行について、ど

のような取り組みをされるのか。ま

た本市の目指す共生社会についての

ご所見を伺います。 

また、社会的弊害を取り除くため、

合理的配慮について、当局のお考え

を伺います。 

② 甲府市地域自立支援協議会での、重

度障がい児者の通所等の受け入れに

ついて、当局のご所見を伺います。 

③ 通所施設として、甲府市立病院の活

用、市内既存施設で医療的な対応で

きるような活用について、当局のご

所見をお示しください。 

 



質 問 項 目 要 旨 

３ 子どもの権利条例について 

10 分 5 秒 

 

① 市長の目指し掲げゆく、子ども最優

先のまちについての、ありたき姿に

ついて、伺いたいと考えます。 

② 子どもの権利と言う観点で、内外に

対し施策宣言ともできる「子どもの

権利憲章」制定、全庁の横断的な行

動規範とできる「子どもの権利条例」

制定について。当局のご所見をお伺

いします。 

 

４ 甲府と宝石のブランド力向上と

活性化について 

 

① 「甲府の証」認定後での広報、周知

活動について、東京のアンテナショ

ップなどでの取り扱いを含め、今後

の展開についてお聞かせください。 

② 「甲府ジュエリーマップ」として「甲

府の証」が買える新たなマップ作成

について、県内外へのアピールや周

知方法について、お聞かせください。 

③ 活気の胎動が見え始めた銀座を中心

としたエリアに、甲府市まちなか不

動産バンク事業を更に進め「空き店

舗活用、ジュエリーショップ工房開

店促進」などに特化させた施策につ

いて当局の御所見を御示し下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○「子どもの貧困対策について」 

始めに「子どもの貧困対策について」質問致します。 

大人の義務として、子どもの生命
い の ち

と幸福
しあわせ

を守り育むこと。

子どもの将来が、育った環境などに左右されない社会の実

現を目指していくことは、誰人も論を俟たない重要な課題

であると考えます。 

しかし子どもの貧困はいま、先進国のなかでも最悪です。

全国の子どもの貧困率は、昨年に厚労省が発表した数値で、

OECD の調査結果では加盟 36 ヵ国中で 10 番目の高さです。 

中でも更に深刻なのは「ひとり親世帯」の子どもであり。

その貧困率は 54.6％、2 人に 1 人を超え、調査 33 ヵ国中で

最悪と言う、大変憂慮する結果でありました。 

こうした国内の状況から公明党もリードして 2013 年 6月

からの 2 年間で、子どもの貧困対策の推進に関する法律が

14年1月に施行され、対策を総合的に推進するための大綱、

第8条1項も同年8月に閣議決定して発布施行されました。 

併せて生活困窮者自立支援法も今 15 年 4 月１日に施行、

子どもの困窮対策が充当され、基礎自治体への生活困窮家



庭への学習支援任意事業などを盛り込んだ法律として制定

されました。 

本市でも就労支援として、市が行う福祉に関する生活相

談と、ハローワークが行う無料の就労相談体制として 14 年

11 月より開始されていることを承知しています。 

（１）そこでお聞きします、「ワークプラザ甲府」の生活相

談窓口での子どもの貧困に関係する家庭への就労相談の有

無、相談件数について。今後の更なる子どもの貧困に資す

る就労支援体制への周知は、どの様に行われていくのか伺

います。 

現在、全国都道府県では子どもの貧困対策計画策定の努

力義務が課せられ進んでおります。 

足立区では国に先駆け、子どもの貧困対策担当部主管で

「未来へつなぐあだちプロジェクト」として実施計画を策

定し、子どもを取り巻く現状の実態調査を行い、調査結果

を対策への計画指標としています。 

足立区の近藤弥生区長は、「実態をあぶりだすことで、ど

こで貧困の連鎖を食い止めるかを見つけたい」とし、詳細



な調査の上で具体策を練り、必要な施策を打つことで初め

て効果のある対策が打てると述べられています。 

過日は本年末を目途に策定される、県のやまなし子ども

貧困対策計画に付き、県の計画策定の経緯などについて担

当課で確認をさせて頂きました。 

7 月 14 日に山梨県青少年問題協議会に示された計画の骨

子では、国に倣い「教育」「生活」など、4 つの支援を柱に

据え、具体的にはスクールソーシャルワーカーと連携、実

態を把握し、子ども、保護者への相談体制強化と、保護者

への就労支援や補助などに取り組んで行かれるとの事です。 

いま全国では、家で温かいご飯を食べられない、一日の

なかで学校の給食が一番美味しい。家で勉強ができない、

学校の授業について行けない。もっと勉強したいけど塾に

いけないなど、この様な家庭環境の実態があります。 

当然子ども達も自分の家が貧困、親も自分も苦労してい

ると分かっていても、声をあげて言えるわけは有りません。 

また、この様なことを子ども達に声をあげさせることな

どは、あってはならないものだと考えます。 



もしも子どもたちの中で、貧困と言う部分で「いじめ」

が始まれば、苦しんでいる子どもへの追打ちとなり、不登

校、引きこもりへの連鎖や自殺にも繋がりかねない、非常

に危険な要因を子どもの貧困は孕んでいるものと考えます。 

そして言うに言えない状況から、家庭の不適切な養育の

発生、非行や虐待へと繋がっていくケースも、無いとは言

い切れず、このままでは増えていくものだと思います。 

しかし現在の社会的全般の考え方や風潮から当局も苦労

され、学校が家庭問題や養育の問題に踏み込めず、学校か

ら行う指導を難しくしていることが多いとお聞きします。 

（2）2 つ目の質問です。実態把握や関連機関との迅速な

連携を図る為にも、しっかりとした高い能力のある甲府市

雇用のスクールソーシャルワーカー設置が必要だと考えま

すが、当局のご所見を伺います。 

本市では子どもの貧困の詳細調査は出来ていませんが、

「本市に於ける推計できる数値」として、生活保護受給世

帯での 17 歳までの子ども 265 人。経済的な理由により就学

が困難な児童生徒に対する就学援助費の支給対象としての



1，293 人が考えられ、重複を除いた合計の人数は１，426

人であること。年々児童生徒が減る中でも援助を受ける児

童生徒が増える傾向は厳しい状況であります。 

高校進学率についても、所謂生活困窮世帯の進学率は未

調査ですが、市内の生活保護世帯の高校進学率は 90％、全

国の 98.4％と言う数値に及ばない格差が生じています。 

国の動向は言うに及ばず数値動向や増加率から勘案して、

足元の本市に於いても、速やかな実態調査と具体的援助策

や手助けが必要な事態だと考えます。 

本市の子どもの貧困対策は、生活困窮世帯の子どもに対

する経済的支援での就学援助費、生活保護世帯に教育扶助

や入学準備金が支給されています。 

また貧困の連鎖を防止することを目的として、H24 年度

2011 年から子どもの健全育成支援事業として「地域による

学校支援活動」市内 1 か所で取り組んで頂いていることは

承知しております。市 HP にも「子ども教育と貧困問題を考

える会」などのボランティアの紹介が行われ、中学 3 年生

の受験を中心にした学習支援も月 3 回行われている事を承



知しています。 

しかし子どもの貧困連鎖を断ち切る為には、基礎学力向

上を目指し、希望者の学年を問わず満遍なく行える学習支

援の充実が必要であります。 

貧困の連鎖を断ち切るには、子ども達を励ましながら、

子ども自らが人生の道を切り開くための手助けを行う、行

政主導での学習支援の任意事業開始が必要だと考えます。 

（3）そこで質問します。学習支援の新たなボランティア団

体や NPO などとの連携について、現在連携団体への市施設

使用を認めるなどのバック UP 体制の拡充について。また市

内小中学校対象者への周知を講ずる必要があるものと考え

ますが、当局のご所見をお示し下さい。 

 

（4）最後の質問です。県で子ども貧困対策の計画を策定

されるとのことであれば、これを受けたうえで、新たに創

設される「こども未来部」主管で、子どもの貧困に資する

総合的な推進計画や、学習支援の任意事業実施など必要と

考えますが、ご見解をお示しください。 



○輿石福祉部長 

＜「ワークプラザ甲府」の就労相談の有無、 

相談件数について。＞ 

子どもの貧困対策は、貧困の世代間連鎖を断ち切ること

を目指すとともに、次代を担う人材育成策として取り組む

ことが重要であり、加えて、生活保護世帯の子ども、ひと

り親家庭の子どもなど、支援の必要度の高い子どもに対し

て優先的に施策を講じる必要があると考えております。 

本市では、「住居確保給付金」の支給などの生活困窮者の

自立支援対策や、「ひとり親いきいき自立応援給付金」の支

給などのひとり親家庭の自立支援対策を行っていつほか、

昨年度からは甲府市、山梨労働局及びハローワーク甲府の

三者が連携し、甲府市が行う福祉に関する生活支援と、ハ

ローワーク甲府が行う無料職業紹介等を一体的に実施する

窓口として「ワークプラザ甲府」を市役所内に設置してお

ります。 

平成 27 年度上半期における「ワークプラザ甲府」の生活

保護受給者の相談件数は 390 件、新規支援者数は 69 人、就



職者数は 14 人、生活困窮者の相談件数は 215 件、新規支援

者数は 43 人、就職者数は 15 人、ひとり親世帯の相談件数

は 62 件、新規支援者数は 24 人、就職者数は 11 人でした。 

また、就労支援体制の周知としましては、生活福祉課や

児童福祉課や児童育成課の窓口来訪者への「ワークプラザ

甲府」のほか、今年度は児童扶養手当現況届の案内通知へ

の「ワークプラザ甲府」臨時窓口を一日設置するなど、ひ

とり親家庭の就労支援を行いました。 

今後に於きましても、引き続きハローワークやワークプ

ラザ甲府と連携していく中で、相談に訪れた方の状況に応

じた親切丁寧な就労支援を行ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 



○長谷川教育長 

＜ スクールソーシャルワーカーの設置について ＞ 

子どもの貧困は、教育の機会を奪うだけでなく、貧困の

連鎖により、格差社会がますます進んでいくことから、国・

地方をあげて取り組むべき重要な行政課題のひとつと認識

しております。 

しかしながら、今日、日本のこどもたちの貧困率は、先

進国の中で最悪のレベルにまで達しており、全国学力・学

習状況調査の分析結果からは、各家庭の経済格差と学力の

間に少なからず相関関係があると指摘されています。 

また給食費などの学校納付金の未納は、各家庭の経済状

況にまで踏み込むことができない小中学校において、解決

の難しい問題となっています。 

このような状況の中、これからの学校教育は、児童生徒

の個別のニーズが多様化し、教員の力だけでは対応に限界

があることなどから、国の中央教育審議会においては、ス

クールソーシャルワーカー、特別支援教育支援員などが 

それぞれに連携し、協力し合って「チーム学校」として取



り組んでいく方針を打ち出しております。 

スクールソーシャルワーカーにつきましては、現在県が、

教育事務所等に 13 名の委託職員を配置し、管内の小中学

校・高等学校からの要請に基づいた派遣を行っていますが、

県内市町村では、本年 4 月に富士河口湖町が嘱託職員 1 名

を配置するにとどまっています。 

これは、我が国におけるスクールソーシャルワーカーの

本格的導入の歴史が浅く、その活用事業の補助対象事業者

が、都道府県及び指定都市・中核市に限定されていｔ￥る

ことが大きな要因と推測されますので、今後は、山梨県教

育委員会連合会等を通じまして、国に補助事業対象者の拡

大等を要望していくとともに、中核市への移行を見据え、

国の動向も注視する中で、本市独自の雇用についても検討

して参りたいと考えております。 

 

 

 

 



○長谷川教育長 

＜ 経済的困難を抱えるこどもへの 

学習支援活動について ＞ 

すべての国民が、ひとしく教育を受ける権利や機会を有

することは、憲法、及び教育基本法で保障されているとこ

ろであります。 

しかしながら、現実には、各家庭の経済状況により、本

人の向学心に反して高校・大学等への進学を諦めざるを得

なかったりする子どもたちがいることも確かです。 

このため、教育委員会では、今年の夏休みを利用して、

東中学校区の小学 5 年生以上の児童生徒から参加希望を募

り、「夏休み 子どもわくわく学び塾」を開催したところで

あり、福祉部においては、生活保護世帯の中学生の子ども

に対して、「子どもの健全育成支援プログラム」事業として、

ボランティア団体による学習支援への参加を勧奨しており

ます。 

未来を担う子どもたちのために、経済的な格差が教育の

格差につながらないよう配慮していくことは、重要な行政



課題の一つでありますので、今後は関係機関と連携し、 

市内中学校対象者へ支援事業の周知を図っていくとともに、

これまでの取組状況を検証し、経済的な困難を抱える 

子どもへの学習支援活動の拡大に努めてまいりたいと考え

ております。 

また、学習支援活動に取り組んでいるボランティア団体

などとの連携においては、公民館使用料の減免基準に基づ

き、引き続き支援していくとともに、更なる支援のあり方

についても調査・研究してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○輿石福祉部長 

＜ 子どもの貧困対策計画の策定について ＞ 

子どもの貧困とは、平成 24 年実施の国民生活基礎調査に

おいて、国民の平均的な所得の半分に満たない世帯の子ど

もたちとされ、本調査におきまして、17 歳以下の子どもの

貧困率は 16.3％となっております。 

また生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率も

全世帯と比較して低い水準になっており、子どもの貧困が

深刻化しております。 

こうしたことから山梨県では、平成 26 年 8 月に閣議決定

された、国の「子どもの貧困対策に関する大綱」を踏まえ

て、今年度中に子どもの貧困対策についての計画を策定す

るとしております。 

この計画は、教育支援、生活支援、保護者に対する就労

支援、経済支援に関する施策等をまとめ、実態を把握した

うえで、具体的な目標を盛り込んだ計画の策定に取り組む

としております。 

本市におきましては、山梨県が今年度策定する、計画を



踏まえて子どもの貧困対策の整備に向けて検討して参りま

す。 

また、「生活困窮者市立支援法」における、子どもの学習

支援事業につきましては、現在、実施に向けてけんとうし

ているところであります。 

今後におきましても、子どもの貧困対策を関係部署と連

携して、総合的に推進して参ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○佐野弘仁 

＜再質問・要望＞ 

それぞれ詳細なご答弁、大変にありがとうございました。 

一番支援が必要なのは「ひとり親家庭の子ども」である、

との当局ご所見を今日お聴きできましたが異議ありません。

「ワークプラザ甲府」H27 年度 390 件中、ひとり親世帯の相

談件数は 62 件、比率は 16％この数字だと、もっと多く利用

して貰えるよう、今以上に推進をお願いしたいと思います。 

学習支援については、福祉部の学習支援事業は実施に向

け検討されているとの事。教育部からは、関係する市内全

域の対象の子どもへの周知、経済的な困難を抱える子ども

への学習支援活動の拡大に努めて頂けるとの、前向きなご

答弁を頂いたこと、ありがとうございます。 

子どもの貧困対策計画については県の計画を踏まえ、対

策の整備に向け検討して行かれるのこと、これも前向きな

ご答弁をいただきました、どうか宜しくお願いします。 

前段での SSW の「設置が必要か」をお聞きしましたが、

今後検討されていくとのご答弁ではありますが、甲府市に



は必ず必要です、どうか早期の配置をお願い致します。 

以上要望を付して一つ目の質問を終わります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○「障がいのある子どもへの通所支援について」 

2 項目め「障がいのある子どもへの通所支援について」 

質問を致します。 

公明党では 2005 年より障がい者福祉委員会 PT を作り、

障がい者の権利、自立支援を目指し政府に提言してきまし

た。 

障害者自立支援法は 2006 年 4 月に施行され、同年 12 月

には国連においても「障害者権利条約」の採択がなされま

した。明けて 2010 年 1 月には応益負担制度の廃止等を求め

た「基本合意文書」締結も行われ、国での法整備として 10

年 12 月に「地域生活を支援するための関係法律」の制定、

11 年 8 月には「総合福祉部会提言」が公表されました。 

この提言を受け 2012 年 3 月には「共生の実現に向けて整

備に関する法律」を公布、13 年 4 月から障害者総合支援法

施行を経て 14 年 4 月に完全施行。 

そして障がいを理由とする差別の解消の推進に関する法

律も、明 16 年 4 月に迫ってきております。 

概要は、障がい者と健常者とも差別されること無く、行



政機関等及び、事業者における差別解消の措置等が定めら

れ、共生する社会の実現に資することを目的としています。 

（1）そこで質問します、障がい者差別解消法では、障がい

の有無に関わらず共生する社会を掲げられておりますが、

本市の目指す共生社会とは、どのようなものか、また、障

がい者差別解消法の基本方針である「合理的配慮」の提供

は法的義務となり「権利」と「利益」の侵害される場合は

「差別」となるものとあります。「合理的配慮」について、

当局のお考えを併せて伺います。 

障がいを持つ子ども達に対しては、2010 年 12 月、11 年

10 月及び 12 年 4 月に「改正障害者自立支援法」や「改正児

童福祉法」も施行されました。法規制に則った通所支援事

業・障がい児入所施設のサービス体系としてはこれまで、

①施設系は児童福祉法、②居宅・通所事業は障害者自立支

援法に基づき実施されてきましたが、2012 年 4 月から通所

事業も児童福祉法の根拠規定に一本化されました。 

身近な地域で支援を受けられ、障がい特性に応じた専門

的な支援も提供されるよう質の確保を図ったものであり、



施設、通所事業所が障がい児の状態等に応じて柔軟に対応

できる仕組みになっております。 

さて、この様な法的根拠に基づくなかで、現在大きな課

題となっているのは、肢体不自由を有する障がいが重度の

子どもたちの学校卒業後の進路先が不足していることであ

ります。 

本県中西部にある肢体不自由を有する重度重複障がい児

者を受け入れている事業所等は、国立甲府病院の「ひまわ

り」、あけぼの医療福祉センターの「チェンバロ」、甲斐市

にある「コスモス」、中央市にある「おひさま」（コスモス

が運営）、南アルプス市の「緑の家」などしかありません。 

これ等、重度重複障がい児を受け入れている事業所等は、

居住地に関係なく受け入れているため、利用者は今後ます

ます増加することが予想されます。また、定員枠を確保す

るために１人で週 5 日の利用ができない事業所もあり、利

用できない日は在宅ということもあると聞いています。 

今後、肢体不自由を有する障がいが重度の子どもたちに

は、数年先に通所枠が空いているという保障が無いため、



保護者は非常に不安を抱いています。 

特に、本市では肢体不自由を有する障がいが重度の子ど

もたちの卒業後の進路先となる通所施設は 1か所も無い為、

他市へ依存している状態であり、甲府市に居住する保護者

の不安は大きいとのご相談を多く受けます。 

（2）そこで質問します。甲府市地域自立支援協議会の中で、

重度の障がい児者の通所等の受け入れについて、積極的な

検討を進めていくべきと考えますが、当局のご所見を伺い

ます。 

重度心身障がい児童の窓口無料については長沢議員の代

表質問にあった通りであり、過日は 3 会派にて樋口市長へ

の要望も提出致しました。 

しかし、この重度心身障がい児の窓口での負担軽減の問

題に併せ、重度障がい児童の今後将来の事を考え、重ねて

云えば、更に通所施設の開設は大いに必要であり、甲府市

には喫緊の課題であるものと思います。 

甲府市に設置を考えた場合、医療行為が必要な利用者の

ために看護師の常駐は必須であります。また、緊急時の対



応もできるようにする必要があります。この理由は、既設

の「ひまわり」「チェンバロ」は病院内に併設され、看護師

が吸引や経管栄養などの医療行為を行っております。 

何か起きた場合には医師の対応も可能であり、「コスモス」

は看護師常駐で、医療的ケアにも即応体制の対応をしてい

るからです。 

（3）最後の質問です。以上のことから甲府市での通所施設

開設の為、医療的な対応のできる甲府市立病院の活用、あ

るいは市内にある既存の市施設を医療的な対応ができるよ

うにし、通所施設として戴きたいものと考えますが、当局

のご所見をお示しください。 

 

 

 

 

 

 

 



○輿石福祉部長 

＜ 本市の目指す共生社会と合理的配慮について ＞ 

近年、障がい者の権利擁護に向けた取組が国際的に進展

し、平成 18 年に国連において、障がい者の人権及び基本的

自由の享有を確保すること並びに障がい者の固有の尊厳の

尊重を促進するための包括的かつ総合的な国際条約である

「障がい者権利条約」が採択されました。 

我が国においても、平成 19年に権利条約に署名し、以来、

国内法の整備を始めとする取組みを進めてまいりました。 

このような背景の中、障がいの有無によって分け隔てら

れることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生

する社会の実現に資することを目的として「障がい者差別

解消法」が平成 25 年 6 月に公布されたところであります。 

本市におきましては、本年 3 月に策定した、「甲府市障が

い者福祉計画」における計画目標として、「共に支え合い、

安心して、いきいきと暮らせる社会をつくる」と位置づけ、

年齢や障がいの有無等にかかわらず、お互いに理解と信頼

を深め、一緒に助け合いながら暮らしていく共生社会の実



現を目指してまいります。 

次に「障がい者差別解消法」の基本方針においては、負

担になり過ぎない程度で、社会的障壁を取り除くために必

要な、合理的配慮の提供が求められております。 

このことから、本市におきましては、障がい者の権利利

益が侵害されることのないよう、車いすの利用者が乗り物

に乗るときに手助けすることや、筆談及び読み上げなどの

合理的配慮の提供について、広報誌やホームページ等の活

用により、障がいのある人が社会的障壁をかんじることな

く、社会のあらゆる場面で積極的に活動できるよう周知、

啓発に努めて参ります。 

 

 

 

 

 

 

 



○輿石福祉部長 

＜ 障がいのある子どもへの通所支援について ＞ 

障がいのある子どもへの通所支援につきましては、国に

おいて、平成 24 年 4 月に、児童福祉法の一部を改正し、重

複障がいに対応するとともに身近な地域で支援を受けられ

るよう、障がい種別等に分かれている現行の障がい児施設

体系を通所支援と入所支援の利用形態別に、一元化を図っ

たところであります。 

しかしながら、重度の知的障がいと重度の肢体不自由と

が重複した状態にある重症心身障がい児は、医療行為を必

要とすることから、日常生活の機能訓練等の実施や就労を

支援している通所施設が、県内においても少ない状況にあ

ります。こうした状況の中、本市におきましては、甲府市

地域自立支援協議会において、重症障がい児の実態を把握

することや必要としている社会資源を掘り下げることが、

課題として挙げられていることから、その実態とニーズな

どを調査する中、重症障がい児の通所支援を検討してまい

ります。 



また、市立甲府病院や既存の市施設を通所支援施設とし

て活用することは、医師、看護師や機能訓練担当職員等の

人員確保や指導訓練室などの整備が必要であることから、

現時点においては困難であり、既存の通所施設と連携し、

重症心身障がい児の通所支援に努めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○佐野弘仁 

＜再質問・要望＞ 

共生社会について目指すべき姿をお聞きしました、あり

がとうございました。障がい者の「権利」と「利益」の侵

害とみなされる場合は、「差別」と捉えられる場合もありま

す。「合理的配慮」については法的義務ともなったことから、

より一層市民目線であって頂く事を要望します。 

通所施設については、県内に於いても少ないとご答弁が

有りましたが、そもそも本市は他都市にお願いしている状

態であり、甲府市自前での開設は無い状態です。 

今後につきましても障がいのある子ども達の「権利」と

「利益」の侵害がされぬよう「合理的配慮」をいただく事、

市民の小さな声を拾って頂くようお願いして質問を閉じさ

せていただきます。 

 

 

 

 



○「子どもの権利条例について」 

三つ目「子どもの権利条例について」質問致します。 

初めに前段での質問で個別的に取り上げました 2 題の質

問。貧困に苦しむ子どもや、障がいのある子どもへの諸課

題の対策を始めとして、いじめによる不登校やひきこもり、

虐待などの発生は、子どもを取り巻く大きな社会問題です。 

子ども・子育てに対する施策として成すべき諸課題は 

まだまだ山積しており、未来の宝である子どもの今ある問

題を解決していかなければならないものと考えます。 

「子ども」に関わる諸課題の対策を一歩前へ進めるため

「障がいが有っても無くても、貧困や育った環境がどうで

あろうと、すべての子どもが、いきいきと生きる、倖せに

成長していくため」親だけでなく、地域や社会でも子ども

を育むという責任を、共に担うべきだと考えます。 

子どもの「権利憲章」や「子どもの権利条例」は、我々

大人には子どもを健やかに育む、目指すべき理念の方向性

として。 

また議決機関の議会、執行機関には、子どもの生命
い の ち

と幸福
しあわせ



を守り育む制度の根拠付け、行動規範として必要であるも

のだと考えます。 

この「子どもの権利」のスタートは、国連人権委員会で

Unicef（ユニセフ）から「子どもの権利条約」として草案

が作られました。1989年第44回国連総会において採択され、

各国政府へ批准を促し、全世界で広報・アドボカシー活動

が行われ、日本では日本ユニセフ協会が政府への批准を求

め、1994 年に批准されました。 

国内では「条約」の 4 つの柱である「子どもの生きる権

利。差別の禁止と守られる権利。生命・生存・発達、育つ

権利。意見の尊重と参加する権利」を基本に、国際 NGO「子

どもの権利条約総合研究所」が活動目標を掲げ推進し、1997

年の東京都中野区の個別条例初制定から始まり、個別条例

18 自治体、原則条例 43 自治体を含め、総合条例 39 自治体

と、今現在では全国 100自治体での制定をされております。 

本市では H19 年制定の自治基本条例の中で「子どもは、

健やかに育つ権利があります」との一文を掲げられ、子ど

もの権利や意見の尊重を標榜していることは、全国的にも



稀であり、先進的な条例だと考えております。 

「生きているのが辛い、倖せってなんだろう、幸福にな

りたい」と悲しんでいる子どもの消え入りそうな小さな声

や、それさえも訴えられない、声なき声を実現する為、 

大人の執るべき道筋として何を成すべきか。これは子ども

を守る理念や規範を我々大人が持
たも

ち、子どもの声に耳を傾

けて聴くことが、何より大事なことだと考えます。 

甲府市には「甲府市子ども・子育て支援事業計画」があ

ります。これは「大人の側」でどうやって子どもを健やか

に育んで行くのかには重要な施策であります。 

しかしこれと並び、子ども自身も、大人の支援を受けな

がら、主人公との意識で自らの成長をデザイン出来る「子

どもの側」に開かれた施策はまた必要であります。 

この大人と子どもの両方向相互での施策は、本市の掲げ

る、次代を担う子どもたちを育み、社会性や自立性を身に

付けさせ、より責任を持って行動できる社会人と成長させ

て行くとの、総合計画施策遂行の上でも必要だと考えます。 

過日私たち会派公明党では 10 月 21 日に松本市での行政



視察を行いました。子ども部、子ども育成課の主管で 2013

年に制定された「松本市子どもの権利に関する条例」と、「松

本市子どもに優しいまちづくり推進計画」の視察でありま

した。 

推進計画では「どの子も命と健康が守られ、大切に育ま

れ、認められ、安心して生きることができるまち」と共に

「どの子も色々なことに挑戦し、失敗しても再挑戦できる

まち」と掲げています。更に 7 つの具体的施策の方向を示

し、条例と言う理念を基に、この推進計画と共に、子ども

部が庁内を横断的に主導し、保険・福祉・教育・青少年対

策の各部を繋ぎ、実践的に子ども最優先のまち実現を目指

し、行政主体で地域を巻き込み、子ども達も参画し、大人

と子どもの両方向相互での推進をしております。 

樋口市長も「子ども最優先のまち」を創ると掲げられ、

これ等の施策項目から推察させて頂けば「子どもに優しい

街は大人、高齢者にも優しいまちである」との Unicef の指

針に即するもの。 

子どもを育む観点から、より良きまちづくりを目指して



いくご決意であるものと拝察致します。 

（1）そこでお聞きします、市長の目指し掲げゆく、子ども

最優先のまちについての、未来を目指しての「ありたき姿」

について、お考えを初めに伺いたいと考えます。 

前述の松本市視察時での子ども部担当職員からの説明で

は更に、子どもの権利条例策定には、山梨学院大学法科大

学院教授で有り、前述の国際 NGO 子どもの権利条約研究所

に於いて事務局長でもある、荒牧重人教授にご教授を受け

られたこと、甲府はお膝元なので、一度は会うことと勧め

られました。 

過日は広瀬議員にも紹介頂き、兵道副議長に同行して、

直接お会いし幅広い観点でのお話を伺う事も出来ました。 

この中で、子どもの権利は単なる理念では無く、権利だ

けの優先で子どもの我儘を聞く事では無い事など、ご教授

頂きました。 

さて本市では H25 年度から行われている「子ども・子育

て会議」は通算 10 回の会議開催をされました。 

この中で何度か課題とされてきた、子ども子育てに於け



る、各所管部などとの相互連携がなかなか難しいとの論議

がされておりました。 

これには「子どもの権利」理念の元で、それぞれの部署

が同じベクトルを向き、個々の計画、実施、評価を行えば

更に改善も進むものと考えます。 

H28 年度 2016 年創設予定の「子ども未来部」については、

子ども・子育て支援に関する施策や、事務事業も集約され

一元化を図る検証や、権限の委任などについても、現在検

証が行われているとの議会答弁がありました。 

これら子ども・子育て支援に関する施策権限の明確化、

事業集約や一元化の規範は、子どもの権利条例とした形で

項目と体系を示し、内外市民には憲章宣言により、市長の

「子ども優先」との確固たる意思表明をされることが必要

ではないかと思います。 

（2）そこで質問します。子どもの権利と言う観点で市民に

項目として示し、内外に対し政策宣言ともできる「子ども

の権利憲章」の制定について。また全庁を貫く、横断的な

行動規範ともできる「子どもの権利条例」制定について。



当局としてのお考え、ご所見をお伺いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○樋口雄一 甲府市長 

＜「こども優先先のまち」について ＞ 

私は、笑顔あふれるまち甲府を創るには、未来を託す 

「元気なこども」を安心して産み 健やかに育てられる環

境を整備することが大切であり、家族をはじめ地域などが

一体となって子育て支援や少子化対策に係る施策を重点的

かつ効果的に推進することにより、すべての子どもたちの

笑顔があふれるまちを創り、次代の甲府を担う元気な子ど

もを育てることが実現できるものと考えております。 

こうした考えのもと本市では、子ども・子育て支援に関

する施策及び事業を総合的かつ計画的に推進するため、 

「子ども・子育て支援事業計画」と「次世代 育成支援行

動計画」を一体的なものとした「甲府子ども・子育て支援

計画」を既に策定したところであります。 

この計画に位置付けた保育所、認定こども園や病児・病

後児保育、地域子育て支援拠点事業などの子育て支援サー

ビスの充実をはじめ各種施設・事業を計画的に推進すると

ともに、子どもの医療費援助成の対象者拡大や放課後児童



クラブの段階的拡充など“こうふみらい創り重点戦略プロ

ジェクト”に掲げた事業につきましても着実に実施して参

ります。 

さらに、「子ども未来部」の新年度創設に向けて今会議に

関係条例を提案し、相談体制の充実を図るなど子育て施策

に特化した子ども・子育てに関する各種施策をより総合的

かつ きめ細かに推進していくことによって、「こども優先

先のまち」を実現してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○輿石福祉部長 

＜「子どもの権利憲章」「子どもの権利条例」 

の制定について ＞ 

子どもの幸せや子どもの人権については、子どもの権利

条約をはじめ、日本国憲法や児童福祉法、児童憲章などに

も謳われており、子どもを取り巻く環境整備が重要である

と考えております。 

本市では今年度策定しました「甲府市子ども・子育て支

援計画」において保育サービスの充実、児童虐待の防止や

相談窓口体制の整備など、子どもの健全な育成施策を進め

ているところであります。 

「子どもの権利憲章」「子どもの権利条約」の制定につき

ましては、本市の「自治基本条例」の中で、「子どもは健や

かに育つ権利が有ります」と、子どもの権利が規定されて

いることもあり、様々な角度から詳細かつ慎重に調査し、 

真に子どもの幸せと すこやかな成長が保障されるよう研

究してまいります。 

 



○佐野弘仁 

＜再質問・要望＞ 

樋口市長からは「子ども最優先のまち」に対する、確固

たるご決意をお示しいただき、大変にありがとうございま

した。子ども・子育て施策に対し、我々も断固とした決意

で子どもの未来の為、臨みたいものだと考えております。 

前段で取り上げた、子どもの貧困、障がい児者の今後の行

く末など、社会情勢の変化により、子どもに対する諸課題

は、今後は複雑多岐に渡る問題に発展するものとも思いま

す。 

この時に我々大人は拠り所の規範や法規範を作り、自らを

律していかなければ対応も難しい混沌さを、現在でも呈し

てもいます。 

当局の行う、今後の調査研究には心からご期待をしたいと

思います。どうかよろしくお願い致します。 

本質問は以上で閉じさせて頂きます。 

 

 



○「甲府と宝石のブランド力向上と 

活性化について」 

最後に「甲府と宝石のブランド力向上と活性化について」

伺います。 

観光客、ジュエリー購買層に対し、甲府のジュエリーの

購買意欲を高められるよう、H26 年度 2014 年の市施策とし

て、宝飾産業広報活動促進事業が執行されました。県外観

光客への更なる広報活動は、地旅、ジュエリーツーリズム

などと併せ、昨年は街なかの工房とコラボし「甲府の宝石

ブランド力向上」での施策が進展されています。 

また、宝石自体のブランド力を高める人材育成としては、

若手職人への Koo-fu につぐ、新たなブランド構築のため、

技術力、デザイン力を高める講習会も開催され「人材育成

への道筋」も開かれました。 

これ等宝飾産業振興については、委員会や本会議等で何

度か取り上げ提言させて頂きましたが、本年 10 月 27 日に

は「甲府の証」として「TO LABO×1DK シリーズ」がジュエ

リーの甲府ブランドに認定され、取り扱うショップも、オ



リオンイーストに 2 店舗が開店されるなど、此処数年間の

施策推進の当局成果は高く評価しております。 

県に於いてのブランドイメージ施策「山梨県とワイン」

は、繰り返し周知広報活動に因り全国に定着しました。 

甲府ブランドイメージ力向上策は「甲府と宝石」につい

てだと考え「甲府の証」も重要だと考えます。 

（1）そこで質問します。「甲府の証」認定後での現在の広

報、周知活動はどの様に行われているか、ジュエリーにつ

いては東京のアンテナショップなどでの取り扱いを含め、

広報活動と今後の展開についてお聞かせください。 

しかし此処までの施策推進でも、県外観光客からの声は、 

「宝石の街」として知っているが、甲府駅を降りた後、観

光案内所でマップを貰っても、ジュエリーを買う場所は

点々と散在している。更に買うのに甲府の中心街から離れ

なければならない。という、お声を戴くことがあります。 

民間での経済活動で有ることは当然承知していますが、

県市で補助した甲府の宝石としてのブランドの 要
かなめ

の

「Koo-Fu」更なる甲府ブランドとして「甲府の証 TO LABO



×1DK シリーズ」などの付加価値向上産品はできても、「売

っている場所」の周知や、甲府の中心街で「買える場所」

として、店舗が中心街に集約され多くなければ「甲府の街

でジュエリーを買う」イメージ力や、「甲府の証」のブラン

ド力の発揮もできなくなってしまうものと考えます。 

これ等を勘案し 6月に「中心市街地空き家対策について」

の質問で述べさせて戴いた、中心市街地への空き店舗活用

や定住策での若手職人の工房、ジュエリー店出店は必要で

あると考えており、市当局でも既に同様に考えられ、 

オリオンイースト 2 店舗の実現をされているものと承知し

ておりますが、更に力を入れるべきです。 

（2）そこでお聞きします「ブランドの浸透」「観光客の購

買意欲の向上」を、総合的に進められる手立てとして「甲

府の証」が買える店の紹介までを含めた観光客の目を引く

ような新たな「甲府ジュエリーマップ」などの作成につい

てお聞かせください。 

（3）3 点目の質問として、活気の胎動が見え始めた中心街

エリアの「空き店舗活用でのジュエリーショップや工房の



開店促進」などについて、当局の御所見を御示し下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○堀井 産業部長 

「甲府らしさ」を有する魅力ある商品等を甲府ブランド

として認定し、甲府の知名度の向上と地域活性化を図るた

め、平成 25 年度に「甲府ブランド」認定制度を創設しまし

た。 

これまで、4 つの食品を「甲府の証」として認定し、ホー

ムページでの周知や国内観光プロモーション等において PR

するとともに、「かいてらす」や「風土記の丘 農産直売所」

等での販売支援や PR を行ってまいりました。 

こうした中、今年度、認定制度を見直し、新たにジュエ

リーなどのクラフト部門、農林産物部門を加え、それぞれ

の基準を設定するなど申請者に解りやすい内容に改正し、

10 月には「甲府の証」クラフト部門第 1 号となるジュエリ

ーを認定したところであります。 

一方、「甲府の街」のブランド力を高めるためには日本一

の出荷額を誇るジュエリー関連産業による「宝石の街」と

してのブランディングが非常に重要であります。 

そのため、本年 11 月、宝石美術専門学校等のジュエリー



関連施設の周辺を「ジュエリー・クラフト関係集積エリア」

と位置付け、このエリアの空き店舗に入居した場合の補助

を手厚くするとともに、現在、創業者のスタートアップ支

援等に関する企画提案を募集しているところであり、これ

により、集積エリアへの出店を促していきたいと考えてお

ります。 

また、「宝石の街甲府」のブランディングには、国内外へ

の積極的な PR が重要でありますので、現在、認定したジュ

エリーを PRするためにポストカードの作成に取り組んでお

り、年明けには、都内で開催される展示会において本市の

ブースを設け、認定したジュエリーの PR を行う予定であり

ます。 

今後におきましても、効果的な PR 方法を検討・実施する

とともに、議員ご指摘の「購買意欲を高める」という視点

に立ったマップ等も作成していきたいと考えております。 

いずれにしましても、これらの事業の推進により街の魅力

を高め、創業者や交流人口を増やし地域経済の活性化に努

めてまいります。 



○佐野弘仁 

＜再質問・要望＞ 

ご答弁ありがとうございました。 

ただ今ご答弁ありました宝石の街については、今後もプ

ランディングを続けて行かれるとの事。11 月に施策執行と

なった中心街へのエリア集積については、宝飾業界のある

社長さんから宝石のまち甲府が寂しい、とのお声を頂いて

から、3 年ほど追いかけてきたこと、私自身も今期マニュフ

ェストで掲げ、政策提言として予算、決算特別委員会で過

去 2 回、本年 6 月議会でも空き家対策と併せて取り上げさ

せて頂き、政策提言が叶ったこと、嬉しく思います。 

またマップについても作成されるとのこと、これも活性

化には嬉しいことであります。 

どうか今後も「宝石の街甲府」での活性化を図って頂き、

地場産業を盛り立てて頂きたい事をどうか宜しくお願いし

ます。 

以上を持ちまして私の 12 月全 4 問の質問と致します。 

ご清聴感謝致します。大変にありがとうございました。 


